
国勢調査の実施に関する有識者懇談会 報告（概要） 
Ⅰ. 基本的認識 
 

１ 国勢調査の意義 人口や世帯の基本的な姿を明らかにする国の最も基本的な統計調査。「法定人口」として利用されるなど、国民共有の財産として民主主義の基盤を成す統計情報を提供

人口減少社会に入るなど、人口構造の変化に伴う諸問題が顕在化する中にあって、国勢調査はますます重要 

 

２ 全数調査として行う必要性 全数調査である国勢調査を基盤とすることで、統計体系全体が合理的に整備可能（母集団フレームに基づく標本調査の正確な実施、小地域など詳細なデータの提供） 

 

３ 実地調査により行う必要性 住民基本台帳その他の行政情報によって国勢調査を完全に代替することは困難

①行政情報から必要なすべての統計データを得ることができない 

②異なる行政情報間で個人情報を結合することに対し、国民のコンセンサスを得ることが現状では困難  
 
 
 

Ⅱ. 問題の背景・要因 と 改善の方向 

 
Ⅰの基本的認識の下、世帯の協力が得られないケースや
                         
 
＜背景・要因＞ 

① プライバシー意識等の高
まり 

② 共働きや単身世帯など不
在がちな世帯の増加、若

者の生活の夜型化等の生

活様式の多様化 

③ 地域コミュニティの弱体
化、調査の困難化に伴う

負担増を背景とする調査

員確保の困難化 

 

 

④ オートロックマンション
の増加等居住形態の多

様化 

 

⑤ 調査に対する理解や調査
方法の周知が十分浸透

していないこと 

 

＜改善の方

１ 調査

① 国民の
収を原

② 回収方
を構築

③ 調査票
が世帯

   

２ 調査員

  ①調査方

実など

②行政情
 

３ オート

①マンシ

②オート
 

４ 国民の

①国民の

②個人情

  ③調査項

 

 
 
 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調査員が世帯を訪問しても接触できないケースが増加する等の問題について、背景・要因を分析し、改善の方向について検討 
           

向＞ 

票の配布・回収方法等の見直し 

プライバシー意識等に配慮し、なるべく調査員が世帯と面会しなくてもよいよう、郵送回

則とする。世帯の希望に応じ、インターネット申告、役所への持参等も可能とする 

法の多様化に応じ、回収率の向上を図るため、回収状況を一元的に把握・管理する仕組み

。同時に、インターネット申告に関して万全のセキュリティ対策を講ずる 

の配布については、世帯の居住を確認し、調査を正確に実施するため、原則として調査員

に直接行うが、直接配布が困難な場合は、郵便受箱等に調査票を配布 

の確保及び業務の効率化 

法の見直し、業務の効率化等により、調査員について、総数の縮小、重点配置、研修の充

の対策を実施 

報やＩＴの積極的活用、民間活力の導入により業務を効率化し、調査実施体制を整備 

ロックマンション対策 

ョン管理会社等への協力依頼や連携などの対策を強化 

ロックマンションが多い地域への経験豊富な調査員の配置など重点的な対策の実施 

理解及び協力の確保等 

理解及び協力の確保 

報保護の徹底と調査員への信頼感の確保 

目の検討と記入方法の見直し 

＜今後の取組＞ 

 

１ 試験調査による実地の

検証（19年度～） 

 

 

２ 調査方法等の具体化に

係る検討会の設置 

 

 

３ 協議の場の設置 

・調査について国民のコン

センサスを得るため、地

方公共団体、調査結果の

利用者やマンション管

理関係団体その他の関

係者で構成する協議会

を設置 


